2016年9月8日
9・19から1年、ASEAN、民進党代表選、自民党総裁任期延長、高江、社説（東京「今、憲法を考える(10)公共…」、他
しんぶん赤旗2016年9月9日(金)

戦争法強行１年　あの怒り忘れない　全国３００カ所以上で行動

　安倍晋三政権が戦争法の成立を強行してから１９日で１年。本紙が地方総局と都道府県記者の取材にもとづいて戦争法の廃止、立憲主義の回復、改憲阻止などを掲げる行動計画を調べたところ、１９日を中心に１０日から３０日までの間に、わかっただけでも３００カ所を超えました。(各地の計画)
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（写真）取り組みを知らせる各地の宣伝物


　「あの悔しさを忘れない」（甲府市）、「あの怒りを忘れない」（福井市）、「強行成立を忘れない」（長野県大町市）、「私たちは『１９日』をわすれない！」（鹿児島市）といった集会が目立つことも特徴で、国民の怒りが持続していることがわかります。

　計画されている行動は、集会やデモ、パレード、スタンディング、リレートーク、学習会、講演会、宣伝、署名など多彩です。函館市の「戦争をさせない道南総がかり行動」、「総がかり行動秋田県実行委員会」、茨城県の「総がかり取手行動実行委員会」、「福井総がかりアクション」「おおさか総がかり実行委員会」など、各地で「総がかり」の名前がついた実行委員会が行動を主催します。

　福島市では「ふくしま県市民連合」が、民進党の増子輝彦参院議員、日本共産党の高橋千鶴子衆院議員、社民党の紺野長人県連代表が参加する「市民と野党の合同街頭集会」（１８日）を開くほか、徳島市の「４野党合同街頭宣伝」（１９日）、島根県大田市の「３党合同スタンディングアクション」（１９日）などが計画されています。岐阜県では美濃市、瑞穂市、可児市で「市民連合」がスタンディングやリレートークをおこないます。「九条の会」も各地で行動します。

　各地の弁護士会も各地でシンポジウムや街頭宣伝を計画。シンポジウムでは、元内閣官房副長官補の柳澤協二さん（東京）、学習院大学大学院教授の青井未帆さん（神奈川）、元最高裁判事で弁護士の浜田邦夫さん（山梨）、早稲田大学教授の長谷部恭男さん（和歌山)らが発言する予定です｡

　東京では、「総がかり行動実行委員会」がよびかける「強行採決から１年　戦争法廃止！国会正門前行動」が１９日午後３時半からおこなわれます。

　「総がかり行動実行委員会」に参加する憲法共同センター（全労連、全日本民医連、新日本婦人の会など）は８月、声明で「全国各地で取り組みを具体化しよう」と呼びかけています。

しんぶん赤旗2016年9月9日(金)

戦争法廃止・立憲主義回復　各地の行動予定　（上）

　戦争法廃止、立憲主義の回復などを求める各地の行動予定を紹介します。今回は国会正門前、東海地方、関西地方です。北海道・東北、関東、北陸・甲信越、中国・四国、九州・沖縄は順次掲載します。



国会正門前　総がかり行動
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　１９日、国会正門前。「強行採決から１年　戦争法廃止！　９・１９国会正門前行動」。午後３時半から５時まで。主催＝戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会。

　「私たちはあきらめない！　忘れない！　戦争法は廃止を！」「南スーダンＰＫＯでの『駆け付け警護』『宿営地共同防護』は戦争だ！」「沖縄の高江オスプレイパッド建設中止、辺野古新基地建設計画は断念を！」など、市民が結集して声をあげます。

東　海

　【岐阜】

　◆１６日、美濃市のビック（イオン）前。戦争法廃止スタンディング。午後５時。主催＝戦争法廃止を求める美濃市民連合。

　◆１７日、関市の関郵便局前。これからも戦争法廃止まで声を上げ続けるスタンディングアピール。午後５時。主催＝戦争法を許さず平和を求める関市民の会。

　◆１７日、岐阜市のみんなの森ぎふメディアコスモス「みんなのホール」。シンポジウム「リアル！自衛隊・安保関連法・海外派兵」。午前９時開場。講師は元自衛官の末延隆成さん、弁護士の佐藤博文さん。主催＝岐阜県弁護士会。

　◆１８日、郡上市美並町内。戦争法廃止スタンディング。午後２時。主催＝郡上９条の会。

　◆１９日、岐阜市のＪＲ岐阜駅南側（清水緑地公園）。戦争法廃止・憲法改悪を許さない・岐阜総がかり行動集会・デモ。午前１０時半。主催＝戦争させない・９条壊すな！岐阜総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、岐阜市の忠節橋北早田大通り交差点。戦争法廃止スタンディング・トーク。午前７時４５分。主催＝岐阜市川北５校区・９条の会。

　◆１９日、各務原市役所前交差点。戦争法廃止各務原アクションスタンディング・トーク。午後１時半。主催＝９条の会・各務原。

　◆１９日、瑞穂市のＪＲ穂積駅南口。戦争法廃止リレートーク。午後５時。主催＝瑞穂市民連合。

　◆１９日、大垣市のＪＲ大垣駅南口。戦争法をなくせ大垣市民の会駅前宣伝行動スタンディング。午後５時。主催＝戦争法をなくせ大垣市民の会。

　◆１９日、神戸町のバロー前。戦争法廃止宣伝スタンディング。午後４時。主催＝戦争法反対神戸町実行委員会。

　◆１９日、可児市のアーラ交差点。憲法改悪反対・戦争する国にさせないためのスタンディングアピール。午後４時半。主催＝可児市民連合。

　◆１９日、恵那市のＪＲ恵那駅前広場。戦争法廃止集会・パレード。午後３時。主催＝戦争はいやだ！平和がいちばん！恵那市民の会、さよなら原発恵那の会。

　◆１９日、中津川市のアピタ前公園。戦争法廃止集会スタンディング。午後４時。主催＝戦争はいやだ中津川の会、レッドアクション。

　◆１９日、多治見市のＪＲ多治見駅北口虎渓用水広場。市民のつどいリレートーク・スタンディング。午後３時。主催＝どもならんＮＯ！安倍政権！パレード実行委員会。

　◆１９日、土岐市のＪＲ土岐市駅前広場。９・１９戦争はイヤだ市民集会。午前１０時。主催＝戦争法はいらない土岐市民の会。

　◆１９日、瑞浪市の十六銀行瑞浪支店前。戦争法廃止スタンディング。午後５時。主催＝戦争法廃止瑞浪市民の会。

　◆１９日、高山市のＪＲ高山駅前。戦争法廃止スピーチ・スタンディング。午後５時。主催＝戦争だちかんさ飛騨地区連絡会。

　【静岡】

　◆１９日、函南町役場前交差点。スタンディングアピール。午前９時。この後１０時から函南文化センターで集い。主催＝戦争させない！オール函南の会。

　◆１９日、静岡市葵区の常磐公園。集会とパレード。午前１０時半。主催＝戦争法廃止！オールしずおかアクション。

　◆１９日、下田市の伊豆急下田駅付近の中島橋。スタンディングアピール。午後１時。主催＝総がかり行動実行委員会下田準備会。

　◆１９日、伊東市の伊東観光会館横の国道沿い。スタンディングアピール。午後２時。主催＝伊東市総がかり行動連絡会。

　◆１９日、浜松市のＪＲ浜松駅北口広場。集会とパレード。午後２時。主催＝総がかり行動浜松実行委員会。

　◆１９日、三島市役所前。集会とパレード。午後３時半。主催＝憲法まもろう！ストップ戦争法三島アクション。

　◆１９日、熱海市のマックスバリュ熱海店前。街頭宣伝。午後４時。主催＝戦争はいやだ熱海市民の会。

　◆１９日、富士宮市の花と食の元気広場。集会とパレード。午後４時。主催＝憲法を守ろう！富士宮市民の会。

　◆２４日、沼津市の中央公園。集会とパレード。午後１時半。主催＝戦争させない、憲法壊すな、沼津の会。

　【愛知】

　◆１０日、名古屋市西区の浄心交差点。「みんなで力をあわせ戦争法廃止！原発やめよ！西区パレード」。午後４時。主催＝さよなら原発ｉｎにしくアクション、戦争法なくそう西区の会。

　◆１０日、春日井の市東部市民センターホール。「憲法九条平和のつどい」。講演＝沖縄国際大学教授の前泊博盛さん「沖縄から問う！日本の民主主義、安全保障、憲法」。午後１時半。主催＝春日井９条の会・ニュータウン九条の会。

　◆１１日、名古屋市中区の市教育センター講堂。「戦争法廃止・小牧平和県民集会事前学習会」。講演＝井筒高雄・元陸上自衛隊レンジャー隊員「安保法制と自衛隊～海外派兵でせまる危機」。午後１時半。主催＝戦争法廃止・小牧平和県民集会実行委員会。

　◆１７日、名古屋市熱田区の労働会館本館。憲法講演「参議院選挙の結果をうけて改憲とどうたたかうか」。講師＝フォーラム平和・人権・環境（平和フォーラム）代表の福山真劫さん。午後１時半。主催＝平和・民主・革新の日本をめざす愛知の会。

　◆１７日、東郷町ふれあい広場。安保法制の廃止を求める集会。午後５時。主催＝「安保法制に反対する　あいち中部ネットワーク」。

　◆１９日、名古屋市中区の白川公園。「安倍内閣の暴走を止めよう！あいち集会９・１９戦争法強行１周年大集会＆大デモ」。午後１時半。主催＝安倍内閣の暴走を止めよう共同行動実行委員会。

　◆１９日、名古屋市東区の大曽根駅北口。戦争法廃止東区アクション。午後６時。主催＝安保法制に反対する東区の会。

　◆１９日、名古屋市中川区の高畑公園。「安倍内閣の暴走ＳＴＯＰ『戦争法』の廃止を求める中川区集会＆パレード」。午前１０時。主催＝戦争法廃止を求める中川区実行委員会。

　◆１９日、江南市役所南玄関前広場。「９・１９戦争法廃止！立憲主義・民主主義・平和主義を取り戻す！江南・扶桑・大口地域集会」。午前１０時半。主催＝戦争法廃止・江南・扶桑・大口実行委員会。

　◆１９日、刈谷市の刈谷駅連絡通路。戦争法強行採決から１年スタンディング行動。午後６時。主催＝戦争法の廃止を求める刈谷の会。

　◆１９日、西尾市の西尾駅西口。「安保法制（戦争法）に抗議しよう！サイレントスタンディングｉｎ西尾」。午後２時。主催＝戦争法廃止西尾市民連絡会。

　◆１９日、安城市の名鉄新安城駅前とイトーヨーカドーの２カ所。「安保法制に反対するアクション。午後５時半。主催＝安保法制に反対する西三河ネットワーク。

　◆１９日、豊川市サンヨネ横。「安保法制（戦争法）廃止・発動させるな、憲法守れ９・１９宣伝」。午後３時半。主催＝集団的自衛権行使に反対する豊川住民の会。

　◆２２日、清須市の清洲市民センター。憲法学習会。午前９時半。主催＝戦争させないきよすの会。

　◆２４日、名古屋市南区のふれあいヴィレヂ２階。「憲法改悪阻止へ闘いを強めよう！憲法講演会」。講師＝矢﨑暁子弁護士「憲法を社会に生かすために是非、知っておきたいこと」。午後２時。主催＝南区革新の会。

　◆２４日、名古屋市熱田区の愛知労働会館東館ホール。憲法講座「いまこそ憲法～民主主義の新たな地平をめざして」。講師＝さいたまユースサポートネット代表理事の青砥恭さん。「貧困の連鎖を断ち切るために～今、子どもたちは」。午後１時半。主催＝愛知憲法会議など４団体。

　◆２５日、小牧市の市之久田公園。戦争法廃止・小牧平和県民集会。午後０時半。主催＝戦争法廃止・小牧平和県民集会実行委員会。

　◆２７日、名古屋市千種区のコープあいち生協生活文化会館。「九条の会」愛知・大学人の会学習会。講師＝愛知大学教授の長峯信彦さん。「安倍『お試し』改憲　その嘘（うそ）と危険性～『ナチスの手口』の２１世紀的再現？」。午後６時。主催＝「九条の会」愛知・大学人の会。

　◆２９日、清須市のＪＲ枇杷島駅前。戦争法廃止スタンディング。午前７時半。主催＝戦争させないきよすの会。

　◆１０月１日、みよし市の文化センターサンアート研修室。憲法カフェｉｎみよし。講師＝矢﨑暁子弁護士「今、本気で改憲に向き合おう」。午後２時。主催＝みよし９条の会。

　【三重】

　◆１９日、津市の、まん中広場。９・１９戦争法反対！津市民集会。午前１０時。主催＝戦争法廃止！三重県各界連絡会。

　◆１９日、伊賀市役所前。９・１９大抗議行動。午後４時。主催＝戦争させない伊賀市民の会。

　◆１９日、伊勢市駅前。９・１９を忘れない駅前行動。午前１０時。主催＝伊勢戦争法廃止の会。

　◆１９日、菰野町の菰野大橋南詰交差点。「安保法制に反対するネットワーク菰野」。午前１１時。主催＝同実行委員会。

　◆１９日、近鉄四日市ふれあいモール｡9･１９戦争法廃止スタンディング｡午後4時｡主催＝戦争させない・憲法壊すな！よっかいち市民ネット。

　◆１９日、名張市の青山Ａコープ前。レッドアクション。午前１０時。主催＝秘密保護法いらないネット・名張。

　◆１９日、名張市の、すずらん台入り口。「レッドアクション」。午前１０時４０分。主催＝秘密保護法いらないネット・名張。

　◆１９日、名張市蔵持町のヤマダ電機前。レッドアクション。午前１１時２０分。主催＝秘密保護法いらないネット・名張。

　◆１９日、名張市夏見の眼鏡市場前。レッドアクション。正午。主催＝秘密保護法いらないネット・名張。

関　西

　【滋賀】

　◆１１日、高島市の住吉公園。「戦争法廃止　日米合同演習反対あいば野大集会」。午後０時４５分。主催＝ふるさとをアメリカ軍に使わせない滋賀県連絡会。

　◆１９日、彦根市のパリヤ前歩道。戦争法廃止全国統一行動。午前１０時半。主催＝戦争法なくそう！彦根市民の会。

　◆１９日、大津市のパルコ前交差点付近。戦争法廃止！いっせい行動。午後０時半。主催＝憲法を守る滋賀共同センター。

　◆１９日、草津市のＪＲ草津駅東口。戦争はいやだ！大宣伝。午後５時。主催＝戦争はいやだ！草津市民の会。

　◆１９日、東近江市の八日市アピア４階。トーク集会、パレード。午後５時。主催＝安保法制廃止湖東の会。

　◆１９日、大津市のＪＲ大津京駅前。「『安保関連法』強行採決から１年！“戦争させない９・１９総がかり行動”」。午後５時半。主催＝ＪＲ大津京駅周辺住民の会、比叡平９条の会。

　◆２０日、大津市のＪＲ大津駅前。新安保法制＝戦争法の廃止と立憲主義の回復を求める宣伝。午後５時４０分。主催＝滋賀弁護士会。

　【京都】

　◆１０日、宇治田原町の文化センター研修室。つどい。午後１時半。主催＝宇治田原九条の会準備会。

　◆１６日、京都市の四条河原町マルイ前。街頭宣伝とデモ。午後６時半。主催＝京都放送労働組合。

　◆１７日、山科区の外環三条交差点。宣伝。午後５時。主催＝戦争法ＮＯ！山科アクション。

　◆１９日、京都市役所前。街頭演説とデモ。午後４時半。よびかけ＝京都憲法共同センター。

　◆１９日、宇治市の近鉄大久保駅東バスターミナル。集会とデモ。午後５時。よびかけ＝宇治・久御山戦争をさせない１０００人委員会、宇治城陽久御山地区労、九条を守る宇治連絡会など。

　◆１９日、精華町の役場交流ホール。講演。午後１時半。主催＝「憲法とくらし」相楽実行委員会。

　◆１９日、八幡市のさくら公園交差点。スピーチ・ピースコール。午後４時。主催＝戦争をする国づくりストップ！憲法を守りいかす八幡憲法共同センター。

　◆１９日、京丹後市峯山町の農民連事務所前。スタンディングアピール。午後５時半。主催＝イヤだ戦争！丹後共同センター。

　◆１９日、亀岡市の南郷公園前。集会とパレード。午後４時。主催＝戦争法廃止亀岡共同センター。

　◆１９日、京都市右京区の西院駅前。宣伝。午後３時。主催＝戦争法廃止西右京共同センター。

　◆１９日、京都市西京区の桂駅西口。午後３時。宣伝の主催＝西京９条の会。

　◆２０日、南丹市園部町の京都銀行前。国道９号線アピール行動。午後４時。主催＝戦争法廃止！南丹京丹波ネットワーク。

　◆２２日、京都市の円山音楽堂。集会とデモ。午後２時。講師＝東京外国語大学教授の伊勢崎賢治さん。「安保法制適用・運用後の日本」（仮題）主催＝京都弁護士会。

　【大阪】

　◆１４日、東大阪市役所前。改憲許すな、戦争法廃止東大阪総がかり宣伝行動。午後５時半。主催＝「戦争あかん！平和がええやん！憲法まもる東大阪の会」など。

　◆１７日、大阪市住吉区の住吉区民センター小ホール。「戦争法廃止、立憲主義回復、憲法が輝く日本にしましょう」。講演＝関西学院大学教授の冨田宏治さん。午後２時。主催＝戦争法廃止を求める２０００万署名推進住吉連絡会、住吉革新懇。

　◆１９日、大阪市西区のうつぼ公園（東園）。「改憲許すな！戦争法を廃止へ！おおさか総がかり集会」。集会後、難波に向け御堂筋パレード。午後２時。主催＝おおさか総がかり実行委員会。

　◆１９日、大阪市西淀川区のＪＲ塚本駅前、阪神千船駅前。戦争法廃止と「ヒバクシャ国際署名」宣伝。塚本駅午前１１時、千船駅午前１０時半。主催＝戦争あかん！西淀川実行委員会。

　◆１９日、茨木市のＪＲ茨城駅東口デッキ広場。「安保法制（戦争法）廃止！アベ内閣退陣！１９日いばらき総がかり行動」。午前１１時。主催＝戦争させない・９条壊すな！総がかり行動いばらき実行委員会。

　◆１９日、高槻市のＪＲ高槻駅南陸橋。「強行採決から１年　戦争法廃止！９・１９高槻・島本行動」。午前１１時。主催＝戦争させない！高槻・島本実行委員会。

　◆１９日、寝屋川市の京阪寝屋川市駅東側、香里園駅西側。改憲許すな！戦争法廃止へ集合宣伝行動。午後５時。主催＝平和安全保障関連法（戦争法）廃止寝屋川市民連絡会。

　◆１９日、八尾市の西武百貨店前陸橋上。午前１１時。宣伝スピーチ。主催＝憲法をくらしに生かす八尾連絡会。

　【兵庫】

　◆１３日、神戸市中央区の三宮花時計前。秘密保護法廃止！集団的自衛権の容認撤回！昼休みパレード。午後０時１５分。主催＝憲法改悪ストップ兵庫県共同センターほか。協賛＝兵庫県弁護士会。

　◆１６日、神戸市須磨区の板宿ダイエー前。同区の名谷パティオ広場。戦争法強行可決１周年抗議宣伝行動。午前１１時。主催＝平和憲法を守る須磨区共同センター、須磨区９条の会。

　◆１８日､神戸市長田区の新長田ピフレ｡学習会｢自民党改憲草案の目玉『緊急事態条項』の危険性｣｡午後2時｡主催＝長田区九条の会連絡会｡共催＝戦争法廃止2000万署名をすすめる長田の会｡

　◆１９日、神戸市の三宮マルイ前。県下総がかり宣伝。午前１１時半。主催＝憲法改悪ストップ兵庫県共同センター。

　◆１９日、神戸市の元町駅東口。県下総がかり宣伝。午前１１時半。主催＝戦争をさせない１０００人委員会・ひょうご。

　◆１９日、神戸市東灘区の阪神御影駅前。宣伝。午後４時。主催＝東灘憲法共同センター。

　◆１９日、神戸市長田区の鉄人広場。宣伝。午前１１時。主催＝戦争法廃止２０００万署名をすすめる長田の会。

　◆１９日、神戸市北区のコープデイズ前。リレートーク。午前１０時。主催＝戦争法に反対する北区の会。

　◆１９日、神戸市須磨区の板宿ダイエー前。宣伝。午前１１時。主催＝新日本婦人の会須磨支部。

　◆１９日、神戸市垂水区の垂水駅西口。宣伝。午前１１時半。主催＝平和憲法を守る垂水区ネットワーク。

　◆１９日、神戸市西区の西神中央駅前。宣伝。午後５時半。主催＝西区２０００万署名推進会議。

　◆１９日、姫路市の東御屋敷跡公園。「戦争法廃止、憲法改悪反対！はりま行動」。午後２時。主催＝同実行委員会。

　◆１９日、尼崎市の尼崎中小企業センター。「戦争法強行採決から１年、怒りの集会」。午後２時。主催＝戦争・原発・貧困・差別を許さない尼崎共同行動。

　◆１９日、明石市の中崎遊園地。集会とパレード。午後３時。主催＝安保法制（戦争法）廃止・総がかり行動明石。

　◆１９日、西宮市のＪＲ西宮駅南。宣伝。午前１１時。主催＝平和と民主主義を進める西宮・芦屋の会。

　◆１９日、芦屋市のＪＲ芦屋駅北。宣伝。午前１１時。主催＝戦争する国づくりストップ芦屋連絡会。

　◆１９日、豊岡市の体育館前公園ひろば。「戦争させない・９条壊すな但馬行動」。午後２時。主催＝平和と民主主義・革新統一をすすめる但馬革新懇話会。

　◆１９日、加古川市のＪＲ加古川駅前。集会・リレートーク・デモ。午後５時。主催＝戦争させない・９条壊すな二市二町総がかり行動実行委員会。

　◆１９日、高砂市のＪＲ宝殿駅前。集会・宣伝。午後５時半｡主催＝九条の会たかさご｡

　◆１９日、丹波市のゆめタウン前。アピール散歩（戦争法廃止を求める丹波市民行動）。午後１時半。主催＝丹波市９条の会連絡会。

　【奈良】

　◆１０日、大淀町土田のライフ前。定例宣伝活動。午後３時。主催＝戦争法に反対する吉野の会。

　◆１９日、奈良市の近鉄奈良駅前行基前広場。「戦争する国づくり、安倍政権ＮＯ！明文改憲を許さない！９・１９奈良県民集会。午後４時。主催＝憲法守れ！奈良県共同センター。

　◆１９日、平群町の平群道の駅前。スタンディング宣伝。午前９時。主催＝戦争する国づくりストップ平群の会。

　◆１９日、奈良市の右京地域ふれあい会館。憲法カフェ。午前１０時。主催＝平城ニュータウン９条の会。

　◆１９日、奈良市の近鉄学園前駅。駅前宣伝。主催＝奈良市革新懇。

　◆１９日、生駒市の近鉄生駒駅前。宣伝。午前１１時。主催＝生駒共同センター。

　◆１９日、橿原市の近鉄大和八木駅北口広場。「戦争法廃止！立憲主義回復！９・１９八木集会へあなたも」。午後１時半。主催＝橿原市９条の会。

　◆２０日、大和郡山市の近鉄郡山駅前。宣伝。午後６時。主催＝大和郡山憲法共同センター。

　◆２４日、大和高田市のエルトピア中和。「今だからこそ憲法とは」。午後３時ごろ。主催＝国民救援会奈良中和支部。

　【和歌山】

　◆１２日、和歌山市役所前。憲法の破壊を許さないランチＴＩＭＥデモ。正午。主催＝憲法９条を守る和歌山弁護士の会。

　◆１９日、和歌山市の和歌山城西の丸広場。「違憲立法・安全保障法制（戦争法）ただちに廃止！和歌山アピール行動」。午前１０時。主催＝憲法９条を守るわかやま県民の会など。

　◆２９日、和歌山市のプラザホープ。「憲法学習会―日本会議のすべて」。午後６時。主催＝憲法改悪阻止和歌山県各界連など。

　◆３０日、和歌山市の和歌山ビッグ愛。憲法講演会。講師＝早稲田大学大学院教授の長谷部恭男さん「立憲主義と民主主義を回復するために」。午後６時半。主催＝和歌山弁護士会。

紛争の平和解決促す＝南シナ海判決に拘束力－米ＡＳＥＡＮ


７日、ビエンチャンで、ブルネイのボルキア国王（左）やラオスのトンルン首相（右）と共に東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）主催の夕食会に臨むオバマ米大統領（ＥＰＡ＝時事）
　【ビエンチャン時事】東アジアサミットに出席するためラオスを訪問中のオバマ米大統領は８日、ビエンチャン市内で東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）と首脳会議を行った。大統領は冒頭、フィリピンやベトナムなどと中国が争う南シナ海の領有権問題について「平和的な解決」を改めて促した。
　大統領はこの中で、中国の主権を否定した７月の仲裁裁判所の判決について「拘束力がある」と明言。その上で「（域内の）緊張緩和に向けて共に前進できるよう話し合いたい。外交を促進し、地域の安定を目指す」と述べた。（時事通信2016/09/08-14:31）
東アジア首脳会議が閉幕　「南シナ海」は平行線 
日経新聞2016/9/8 18:57
　【ビエンチャン＝京塚環】日米中や東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）などの首脳が参加した東アジア首脳会議が８日、ラオスの首都ビエンチャンで閉幕した。フィリピンなど一部のＡＳＥＡＮ加盟国と中国が領有権を争う南シナ海問題を巡り、中国の主張を否定した仲裁裁判所の判決が７月に出てから関係国首脳がそろうのは初めて。日本などが中国に仲裁裁判判決内容を受け入れるよう迫ったが、中国は強く反発したもようだ。


画像の拡大
東アジアサミットで記念撮影する安倍首相（中央）ら各国首脳（８日、ラオス・ビエンチャン）＝共同
　会議は予定時間を30分上回る約２時間半で終了した。中国に対し仲裁裁判判決の受け入れを迫った安倍晋三首相にオバマ米大統領も同調したもようだ。一方中国の李克強首相は「仲裁裁判は無効」という同国の従来の主張を繰り返したとみられる。各国の対立の構図が鮮明となった。
　採択予定の議長声明案では、南シナ海問題に対し公海上での「航行と航空の自由を再確認」した上で「最近の開発について複数の国が深刻な懸念を表明」していると記した。ただ仲裁裁判判決には触れていない。
稲田防衛相、弾道ミサイル防衛の模擬訓練を視察
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護衛艦「ちょうかい」に乗り込む稲田防衛相（右）

　稲田防衛相は７日、長崎県佐世保市の海上自衛隊佐世保基地と陸上自衛隊相浦駐屯地を訪れた。

　訓練を視察するなどした後、記者団に「士気高く訓練に励む隊員を激励できて有意義だった。日本の防衛に万全を尽くす決意を新たにした」などと語った。

　稲田防衛相は、停泊中の海自護衛艦「ちょうかい」に乗り、弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）の模擬訓練を視察。乗組員らに「佐世保は西方の海の守りの要。最前線で皆さんが行っている活動は、わが国の安全保障に重要な役割を果たしている」と訓示した。

　相浦駐屯地では、水陸両用車に試乗し、隊員に訓示したほか、西部方面普通科連隊の新隊員教育隊の戦闘訓練を視察した。

防衛相が自衛隊員に訓示 任務に万全を
ＮＨＫ9月8日 12時45分
稲田防衛大臣は、佐賀県と福岡県にまたがる航空自衛隊の基地を訪れ、領空侵犯への警戒監視などを行っているレーダーを視察したあと、隊員に訓示し、中国機に対する自衛隊機の緊急発進の回数が増加傾向にあることなどから、任務に万全を期すよう指示しました。
続きを読む
稲田防衛大臣は８日、佐賀県と福岡県にまたがる航空自衛隊の背振山分屯基地を訪れ、栄誉礼を受けたあと、２４時間態勢で領空侵犯への警戒監視などを行い、北朝鮮の弾道ミサイルへの対応も担っているレーダーを視察しました。
このあと、稲田大臣は隊員に訓示し、「北朝鮮は過去に例を見ない頻度で弾道ミサイルを発射している。中国は力を背景とした一方的な現状変更の試みを続けており、特に中国機に対する緊急発進の回数は増加傾向にある」と述べました。そのうえで稲田大臣は「周辺国の航空機による活動が活発化しているなか、この地域の警戒監視を担い、弾道ミサイル防衛において重要な役割を果たす皆さんの任務はますます重要になっている」と述べ、任務に万全を期すよう指示しました。
日韓防衛次官が会談
　【ソウル時事】防衛省の黒江哲郎事務次官は８日、ソウルで韓国の黄仁武国防次官、シアー米国防次官補とそれぞれ会談した。黄次官によると、北東アジアの安全保障情勢について意見交換したが、日本との軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）は「議論しなかった」という。
　黒江次官はこれに先立ち、ソウルで開かれた官民セミナー「ソウル安保対話」で発言。ミサイル発射を繰り返す北朝鮮について、「（国連安保理決議に基づく）制裁の履行が重要で、中国が引き続き適切な役割を果たすよう期待する」などと述べた。（時事通信2016/09/08-21:17）
日韓の機密共有「国民の理解必要」　軍事情報協定で韓国 
日経新聞2016/9/8 18:43 (2016/9/8 23:14更新)
　【ソウル＝峯岸博】７日にラオスで開いた日韓首脳会談で、安倍晋三首相と朴槿恵（パク・クネ）大統領が日韓の軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の締結をめぐり議論していたことが分かった。韓国外務省報道官が８日の記者会見で明らかにした。安倍首相が締結を求めたとみられる。
　ＧＳＯＭＩＡは国家間で機密情報を提供する際に第三国への漏洩を防ぐために結ぶ協定。北朝鮮などに関するより密接な情報共有に不可欠とされ日本政府がかねて韓国に締結を働きかけている。
　報道官は会見で、ＧＳＯＭＩＡの締結には「（韓国の）国会と国民の理解と協力を十分に得て進めることが必要だ」と述べた。そのうえで「首脳会談でもこのような政府の立場に基づいて論議された」と述べ、朴氏が直ちに締結するのは難しいとの立場を首相に伝えたことを示唆した。一方で、朴氏はかねて北朝鮮の核放棄に向け「あらゆる手段を講じる」としており、今後、締結を模索していくとの見方もある。
　日韓のＧＳＯＭＩＡは2012年、国内の反発を浴びた韓国政府が署名直前に延期を申し入れ棚上げした経緯がある。北朝鮮の核・ミサイル開発の進展を受け、最近は韓国メディアからもＧＳＯＭＩＡの早期締結が必要だとの論調がでている。
　日韓は８日、ソウルで防衛次官協議を開いた。内容については明らかになっていない。
トランプ氏、日本などに駐留経費の負担増求める
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７日、ペンシルベニア州で演説するトランプ氏（ロイター）

　【ワシントン＝黒見周平】米大統領選の共和党候補ドナルド・トランプ氏（７０）は７日、ペンシルベニア州で演説し、「力による平和」と題した安全保障政策を発表した。

　米軍の人員と軍備を拡大することが柱だ。財源は、行政改革のほか、日本など同盟国に米軍駐留経費の負担増を求めて賄う考えを初めて明らかにした。

　トランプ氏は米軍の「再建策」として、陸軍や海兵隊を増員するとしたほか、艦船、戦闘機、ミサイル防衛の拡充を掲げた。

　必要な財源の規模は明らかにしなかったが、「政府支出のムダ削減や官僚組織の縮小」などで賄うとした。その上で、日本、韓国、ドイツ、サウジアラビアなどに対し「我々が提供するとてつもない安全保障の対価をもっと払うよう丁重に求める」と述べた。

生前退位に限定＝特別立法で対応－政府
　政府は８日、生前退位の意向を強くにじませた天皇陛下のお気持ち表明を受け設置する有識者による諮問会議について、論点を生前退位に絞り、女性・女系天皇や女性宮家創設は扱わない方針を固めた。生前退位を可能にする法整備では、いまの天皇陛下に限って対象とする特別立法を制定する方向だ。
　安倍晋三首相は８日、訪問先のラオスで同行記者団に対し、「今回は天皇陛下が国民にご発言されたことを重く受け止め、国民からこの問題に対応すべきだという意見が多数ある中、われわれも検討しなければならない」と述べ、女性・女系天皇を認めるかどうかなどは検討の対象から外す意向をにじませた。　
　論点を限定するのは、陛下が８２歳とご高齢であることを踏まえ、「いつまでも議論を続けるわけにはいかない」（政府関係者）との考えが背景にある。首相もラオスで「陛下の年齢やご公務の負担の現状に鑑みつつ、陛下のご心労に思いを致し、どのようなことができるか考えたい」と表明した。
　特別立法制定も、迅速な対応を可能にするためだ。皇室典範を改正して生前退位を恒久的な制度にする場合、退位をどのような条件で認めるかや、政治的圧力による強制退位をどう防ぐかなど複雑な制度設計が必要とされ、短期間に結論を出すのは難しいとみられる。
　政府は当初、今月後半をめどに有識者会議を設置する考えだった。しかし、臨時国会の召集時期が想定より遅い今月２６日となり、与野党論議に備え早急に意見聴取を始める必要性が薄れた。世論の動向を慎重に見極める観点からも、有識者会議の設置は１０月以降となる見通しだ。（時事通信2016/09/08-19:10）
安倍首相内政懇・要旨
　【北朝鮮】
　彼らが取っている道を変えさせるためには、行動対行動、対話と圧力、国際社会が一致団結して北朝鮮に強い圧力をかけていくしか道はない。各国の取り組みに少しでも抜け道があると効果は出てこない。経済制裁で圧力をかけていくことは、すぐに効果が出る特効薬ではないが、そのことによって相手の対応を変えさせることはできる。国際社会が緊密に連携して制裁を厳格に実施していく必要がある。
　【生前退位】
　天皇陛下が国民に向けて発言されたことは重く受け止めている。天皇陛下のご公務の在り方などは、天皇陛下の年齢やご公務の負担の現状に鑑みつつ、陛下のご心労に思いを致し、どのようなことができるかを考えたい。
　（女性天皇や女系天皇、宮家の創設については）今までも検討されてきた。今回は、天皇陛下のご発言があったわけで、それに対する国民からの反応がある。まず、さまざまな方から意見を広く頂く中で考えていきたい。（特別立法とするかどうかは）いろいろな議論がある。専門家の方を中心にご意見を頂くことが中心になろう。
　【総裁任期延長】
　自民党総裁の連続３選を禁止した党則の規定について、党内で議論があることは承知しているが、現在総裁の立場にある私が言及しない方がいい。首相の権能である（衆院）解散と、総裁任期は全く関わりがない。いずれにせよ、私自身の総裁としての任期はまだ２年もある。その２年を全うしていく。結果を出していく。余計なことは考えるべきでない。（ビエンチャン時事）（時事通信2016/09/08-13:01）
「女性天皇」検討に否定的＝生前退位の議論優先－安倍首相
　【ビエンチャン時事】安倍晋三首相は８日午前（日本時間同日昼）、訪問先のラオス・ビエンチャンで同行記者団に対し、皇室制度の見直しに関しては天皇陛下の生前退位の問題に絞り、女性天皇や女系天皇、女性宮家創設の検討については否定的な見解を明らかにした。
　首相は、陛下が生前退位をにじますお気持ちを表明されたことについて、「陛下のご心労に思いを致し、どのようなことができるか考えたい」と表明。女性天皇などに関しては「今回は天皇陛下のご発言があったわけで、それに対する国民の反応がある」と指摘、検討対象からは外れるとの認識をにじませた。
　一方、自民党総裁任期の延長に関しては、「党内で議論があることは承知しているが、現在総裁の立場にある私が言及しないほうがよい」と述べるにとどめた。衆院の解散権との関係については「全く関わりがない」として、縛られないとの考えを示した。
　また、首相は、北朝鮮の弾道ミサイル発射について、「国際社会が緊密に連携して、制裁を厳格に実施していく必要がある」と述べた。（時事通信2016/09/08-13:06）
生前退位 　宮内庁長官「内閣官房と連携していきたい」
毎日新聞2016年9月8日　18時34分（最終更新　9月8日　18時34分）
おことば表明から１カ月 
　宮内庁の風岡典之長官は８日の定例記者会見で、天皇陛下が８月８日に生前退位の意向がにじむおことばを表明されてから１カ月がたったことを受け、制度の策定に関して「内閣官房と連携していきたい」と述べた。 
　風岡長官は「制度に関する議論は、私がお答えすべきことではない」としたうえで、「陛下の活動や健康などの状況を内閣官房に伝え、連携して役割を果たしたい」と話した。 
　また、おことばを受ける形で政府が制度策定に乗り出すことが憲法４条の「（天皇は）国政に関する権能を有しない」との規定に抵触するとの意見があることについても言及。「（おことばは）憲法上の立場を踏まえた発言とすることを（事前に）内閣官房と共有した」と説明し、憲法上問題がないことを強調した。【山田奈緒】 
産経新聞2016.9.9 06:15更新 
安倍晋三首相の同行記者団懇談要旨　対北「圧力かけるしかない」　生前退位「専門家らから広く意見」
　【対北朝鮮】
　彼らがとってる道を変えさせるためには国際社会が一致団結して強い圧力をかけるしかない。各国の取り組みに抜け道があると効果が出てこない。経済制裁で圧力かけることは特効薬ではないが、相手の対応を変えさせることができる。制裁を厳格に実施していく必要がある。核実験、弾道ミサイル発射を繰り返せば、ますます国際社会から孤立するということを分からせなければならない。
　【生前退位】
　天皇陛下が国民に向けてご発言されたことを重く受け止めている。ご心労に思いをいたし、どのようなことができるのかしっかりと考えたい。静かに議論を進めていくようにしたい。
　（女性宮家創設については）今回は陛下が国民に向けてご発言され、それに対し国民から対応すべきだとの意見が多数ある。その中で、われわれも検討していかなければならない。専門家を中心に広くさまざまな方から意見をいただくことが必要だ。どういう形で進めていくかも含め、よく考えていきたい。
　【自民党総裁任期延長】
　現在総裁の立場にある私が言及しない方がいい。首相の権能である解散と総裁の任期は全く関わりがない。総裁任期はまだ２年あるので、しっかりと全うし、結果を出すことが私の責任だ。余計なことは考えるべきではない。
　【働き方改革】
　働き方改革は安倍政権の最重要課題だ。非正規雇用の待遇改善は喫緊の課題だ。同一労働同一賃金で、正規と非正規の間の非合理な賃金格差をなくしていかなければならない。ガイドラインを作り、法改正も躊躇なく行っていきたい。困難が伴うが、私が先頭に立つ決意で臨む。（ビエンチャン　小島優）
総裁の多選制限撤廃を＝自民・古屋氏
　自民党の古屋圭司選対委員長は８日の記者会見で、党総裁任期を連続２期６年に制限した現行の党則について「本当に設ける必要があるのか」と述べ、安倍晋三首相の総裁任期延長を念頭に近く党として検討に着手する党則改正に当たり、多選制限条項を撤廃すべきだとの見解を示した。
　古屋氏は多選制限に関し「中選挙区制の派閥の政治で、各派閥に必ず総裁候補者がいるという中でルールができた。小選挙区制になり環境は大きく変わったのではないか」と指摘。「（制限を）設けようが設けまいが、人気と評価が下がれば続投できない」と語った。（時事通信2016/09/08-18:56）
蓮舫氏、一発当選うかがう＝地方でも勢い－民進代表選
　民進党代表選（１５日投開票）は、国会議員票で大きくリードする蓮舫代表代行が、地方議員や党員・サポーターにも支持を広げ、１回目の投票での当選をうかがう情勢だ。仮に１回目で決着がつかず、決選投票となった場合でも蓮舫氏が有利との見方が強い。苦戦する前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長は決選投票での「２・３位連合」を視野に、巻き返しに懸命だ。
　１回目の投票は総計８４９ポイントを３候補で争う。有権者は、国会議員１４７人（１人２ポイント）、国政選挙の公認候補予定者１１８人（１人１ポイント）、地方議員（計２０６ポイント）、党員・サポーター（計２３１ポイント）。過半数を獲得した候補者がいない場合は、上位２人による決選投票となり、国会議員と公認候補予定者のみが投票を行う。
　国会議員のほぼ半数を固めた蓮舫氏は「数の力」を生かし、全国各地で地方議員や党員・サポーターへの働き掛けを強めている。支持議員には労組系も多く、組織力を生かして地方票を着実に固めているとされる。蓮舫氏は知名度が高く、報道機関の世論調査でも首位に立つことから、陣営幹部は「党員票も同じ傾向だろう」と指摘。蓮舫氏を支援する旧民社党系グループ幹部も「決選投票にはならない」と自信を示す。
　一方、前原氏の陣営は「決選投票になれば勝算がある。考え方の近い玉木氏の支持が見込めるのではないか」と、玉木氏との連携に期待する。玉木氏も７日のインタビューで、決選投票での２・３位連合は「あり得る」と語った。ただ、決選投票に持ち込まれたとしても、国会議員に支持を広げる蓮舫氏の優位は動かないとの見方が大勢だ。（時事通信2016/09/08-18:07）
「総裁の任期設ける必要があるのか」　自民・古屋氏
朝日新聞デジタル2016年9月8日19時20分
■古屋圭司・自民党選対委員長
　自民党の歴史をひもといても、総裁の任期はかつてはなかった。任期ができた背景には中選挙区制で、派閥政治が中心になっていたことがある。派閥に必ず総裁候補がいるという中で、任期のルールができたと認識している。小選挙区制になり、環境は大きく変わった。私は任期というものを本当に設ける必要があるのか、という認識だ。任期を設けようが設けまいが、人気と評価が下がればその人は続投できない。（党本部での記者会見で）
自民 古屋氏「総裁任期を制限する必要ない」
ＮＨＫ9月8日 20時03分
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自民党の古屋選挙対策委員長は記者会見で、安倍総理大臣の自民党総裁としての任期の延長をめぐる党内議論が今月下旬から始まることに関連して、「人気と評価が下がれば続投はできない」と述べ、総裁の任期を制限する必要はないという考えを示しました。
続きを読む
自民党総裁の任期は、党則で「１期・３年、連続２期まで」と定められていて、安倍総理大臣は、再来年の平成３０年９月まで務めることができますが、党内では、総裁の任期の延長をめぐる議論が、今月下旬から始まることになっていて、党則を改正して、「連続３期９年まで」などとする案が出ています。
これに関連して、自民党の古屋選挙対策委員長は記者会見で、「党内には多くの意見があるので、丁寧に議論して結論を出すべきだ。総裁任期の制限を設けても設けなくても、人気と評価が下がれば、その人は続投できないのだから、制限を設ける必要があるのか」と述べ、総裁の任期を制限する必要はないという考えを示しました。
衆院東京１０区補選、自民が公募開始　若狭氏応じる意向
朝日新聞デジタル2016年9月8日23時23分
　自民党は８日、小池百合子氏の東京都知事転出に伴う衆院東京１０区補選（１０月１１日告示、同月２３日投開票）について、候補者の公募を始めた。知事選で小池氏を支援した自民党の若狭勝衆院議員（５９）＝比例東京＝が公募に応じる意向を示している。
　公募受け付けは１３日まで。「～東京オリンピック・パラリンピック成功に向けて～国と都の連携、その方策と課題」をテーマにした論文の提出が必要。
　党都連内には、党推薦候補らを破った小池氏を支援した若狭氏への反発も根強い。古屋圭司選対委員長は８日の記者会見で、都連幹部や都議会のメンバーを加えた選考委員会で、擁立候補を決める方針を示した。
内部留保の課税、自民・高村氏が否定的見解 
日経新聞2016/9/8 18:44
　自民党の高村正彦副総裁は８日、都内のホテルで講演し、企業の賃上げや設備投資を促す手段として、企業の内部留保に課税する構想について否定的な見方を示した。「最後の最後の伝家の宝刀で、抜かない方がよい」と述べた。日本経済の現状については「もはやデフレではないと言える状況になっている」と指摘。その上で「企業の内部留保は減ってくる。それが経済の好循環をもたらす」と主張した。
蓮舫氏、国会議員５割固める＝前原、玉木氏は苦戦－民進代表選
　１５日の投開票まで１週間となった民進党代表選で、蓮舫代表代行（４８）が国会議員票のほぼ５割を固めたことが８日、時事通信の調べで分かった。後を追う前原誠司元外相（５４）は２割超の支持にとどまり、玉木雄一郎国対副委員長（４７）も広がりを欠いてともに苦戦している。各陣営は態度未定の国会議員らに働き掛けを強めるとともに、１３日に締め切られる地方議員や党員・サポーター票の獲得に全力を挙げる。


　投票権を持つ国会議員は特例扱いの無所属１人を含め１４７人。各陣営への取材などを基に集計したところ、このうち蓮舫氏を支持しているのは７３人で、ほぼ半数に達した。所属する野田佳彦前首相グループの１１人に加え、岡田克也代表や玄葉光一郎選対委員長ら執行部メンバー、労組を基盤とする議員ら幅広い勢力から支持を得ている。
　前原氏支持は３３人。自身のグループに所属する１３人のほか、大畠章宏元経済産業相グループの７人、旧維新の党出身の６人、保守系の長島昭久元防衛副大臣らが支持している。玉木氏支持は大畠グループと旧維新系を中心に２２人にとどまり、推薦人２０人からほとんど広がっていない。　
　態度が明らかになっていないのは１９人。国会議員に加え、国政選挙の公認候補予定者、地方議員、党員・サポーターによる第１回投票で過半数を得た候補者がいなければ、国会議員と公認候補予定者のみが参加する、上位２候補による決選投票に持ち込まれる。
　民進党は８日、１５日の臨時党大会を欠席する国会議員と公認候補予定者の不在者投票を受け付け、大塚耕平参院議員ら２人が投票を済ませた。地方議員と党員・サポーターは郵送で投票し、開票は臨時党大会で行われる。（時事通信2016/09/08-17:30）
謝罪重ねる前原氏に疑義＝玉木氏「国民の信頼得られず」－民進代表選
　民進党代表選（１５日投開票）に出馬した前原誠司元外相は８日、討論会や街頭演説で旧民主党政権時代の失敗について謝罪を繰り返した。これに関し、玉木雄一郎国対副委員長は同日、国会内で開いた地方議員との集会で「謝ることは必要だ。でも、謝ることに時間を使うようなトップで本当に国民の信頼を得られるのか」と疑問を呈した。
　前原氏は連日謝罪を続けており、８日の静岡市での討論会でも、冒頭に「皆さん方におわびさせてほしい」と深々と頭を下げた。こうした姿勢を玉木氏は「後ろ向き」と捉えているようで、自身の集会で「羽田空港の国際化などは国土交通相だった前原氏の成果だ」などと主張した。　
　７日に長野市で開かれた候補者討論会では、謝罪した前原氏に対し、玉木氏が涙ながらに「謝ってもらいたくない」と訴える一幕があった。２人のやりとりをそばで聞いていた蓮舫氏は「玉木君、男は泣くな」とたしなめた。（時事通信2016/09/08-21:19）
蓮舫氏、「成長」一辺倒から転換＝前原氏は富裕層の課税強化－民進代表選
　民進党代表選（１５日投開票）の３候補は８日、静岡市内で討論会に臨んだ。蓮舫代表代行は子育てや教育への予算配分の重点化を唱えた上で、「派手な経済成長はないが、低空飛行でもきっちり（国民生活を）維持できる国家像を描く」と強調した。
　前原誠司元外相は社会保障充実の財源について、「所得の多い方々、資産の多い方々にはそれなりのご負担をいただく」と述べ、富裕層への課税強化を表明した。
　玉木雄一郎国対副委員長は「年金、医療、介護という人生後半の社会保障にはきちんとした税財源を充てるべきだ」と述べ、消費税率１０％への引き上げを主張した。（時事通信2016/09/08-19:12）
「小泉さんとは楽しかった。安倍首相は…」民進・岡田氏
朝日新聞デジタル2016年9月8日23時23分
■岡田克也・民進党代表
　（代表を務めた）１年９カ月、私としては全力投球で、特に思い残すことはありません。漢字一文字ならやっぱり「進」でしょうね。前に進めたという意味と、民進の進と両方かねて「進」。一番の思い出はやっぱり参院選。厳しい選挙だったが、再生に向けて一歩を踏み出した。安倍総理とはかなり議論してきたが、非常に残念な、がっかりすることが多かった。考え抜いて質疑をしても、まともに答えが返ってきたためしがほとんどなかった。小泉さんとは議論していて楽しかった。今回は徒労感。どれだけの意味があったのかと自問する。そういうやりとりだった。（８日、代表として最後の定例会見で）
代表の１年９カ月は「進」　民進・岡田氏 
日経新聞2016/9/8 19:23
民進党の岡田克也代表は８日、15日の代表選を前に最後の定例記者会見に臨んだ。１年９カ月の在任期間を漢字一文字で表せばと聞かれて答えたのは「進」。「前に進めたという意味と民進の『進』の両方をかねて」と理由を説明した。
　前に進めた一番の思い出に７月の参院選を挙げた。共産党などと野党共闘に取り組んで１人区で一定の効果を生み「再生に向けて一歩を踏み出した」と自負をみせた。野党共闘は代表選の争点になっており「野党間の連携は誰がリーダーになっても避けられない」と見直し論をけん制した。
　「120％力を尽くしたので特に思い残すことはない」と振り返りつつ、やや不完全燃焼気味との思いをのぞかせたのが安倍晋三首相との党首討論。開催自体が少なかったうえ「まともに答えが返ってきたためしがほとんどなかった」と物足りなさを口にしていた。
産経新聞2016.9.8 22:44更新 
民進・岡田克也代表　安倍晋三首相との議論は「徒労感」　最後の記者会見で恨み節全開

最後の定例記者会見に臨む民進党の岡田克也代表＝８日午後、東京・永田町の民進党本部（斎藤良雄撮影） 
　民進党の岡田克也代表は８日、代表在任中最後の記者会見で、安倍晋三首相（自民党総裁）への恨み節モードを全開にした。「安倍首相とかなり議論してきた。国民の前で真摯（しんし）に正面から議論するのが、政治家に託された最も重要な役割だが、がっかりすることが多かった」と述べた。
　岡田氏は、安倍首相との党首討論などを念頭に「こちらはかなり準備をして、考え抜いて、質疑しているわけだが、まともに答えが返ってきた試しはほとんどなかった」と指摘。「こういうことが続くと、議会政治が形骸化する。国民にも伝わらない。決して健全なことではないので、新しい代表と真摯に向き合い、国民の前で議論してもらいたい」と注文を付けた。
　また、旧民主党代表を務めた平成１６～１７年に当時の小泉純一郎首相と論戦した過去を引き合いに「小泉氏と議論しているときは、いろいろ驚かされることもあって、楽しかった」と振り返る一方、「今回（の安倍首相との議論）は徒労感。世の中にどれだけの意味があったのかをいつも自問するやり取りだった」と吐露した。
産経新聞2016.9.8 22:11更新 
民進・岡田克也代表　衆院選での野党共闘「わが党の政策に全て賛同することではない」
　民進党の岡田克也代表は８日の記者会見で、次期衆院選での野党共闘に関し、民進党が掲げる政策に対して共産党などの他党が全て賛同する必要はないとの認識を示した。「わが党の政策に全て賛同するということではなく、そのことを分かった上で、巨大与党に対抗していくために少しでも議席を増やす。そのために必要な協力をしていくことと理解している」と述べた。
　党代表選（１５日投開票）に立候補した蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長はこれまで、民進党が掲げる政策や選挙の争点を、他党が共有できるかどうか見極めるとしている。
産経新聞2016.9.8 21:32更新 
【民進党代表選】
民進・岡田克也代表「蓮舫代表代行は多様性の象徴、代表にふさわしい」
　民進党の岡田克也代表は８日の記者会見で、党代表選（１５日投開票）に立候補した蓮舫代表代行を持ち上げた。「多様な価値観というのは、わが党にとってキーワードだ」として、蓮舫氏について「お父さんが台湾出身ということと、（蓮舫氏本人が）女性であることは、多様性の象徴でもあり、民進党の代表としてふさわしい」と述べた。
　蓮舫氏の日本国籍と台湾籍のいわゆる「二重国籍」疑惑に関しては「お父さんが台湾の人だから、何かおかしいかのような発想がどこかにあるとすると、極めて不健全なことだ。民進党は、そういう考え方と対極にある」と述べて、問題視しない考えを示した。
民進地方組織、共闘継続に期待多く 
2016/9/9 0:50情報元
日本経済新聞　電子版
　民進党地方組織の幹事長らを対象にしたアンケート調査によると、代表選の争点の１つである共産党などとの野党共闘の継続を巡る賛否を尋ねたところ、回答を得られた37道府県連のうち、13の道県連が「継続すべきだ」との考え方を明確にした。７府県連が「継続すべきでない」と答えた。
　継続すべきだとの見解を示した組織は「自民党の１強に対峙する野党の塊が必要」（北海道）、「自民党の独走に歯止めを掛け…　【続きあり】
蓮舫氏は多様性の象徴＝岡田氏・民進代表選
　民進党の岡田克也代表は８日の記者会見で、代表選（１５日投開票）に立候補している蓮舫代表代行について、「多様な価値観はわが党にとって非常に重要なキーワードだ。お父さんが台湾出身で、女性であることは多様性の象徴であり、民進党代表としてふさわしい」と述べ、改めて支持を表明した。
　岡田氏は代表選に関し「自民党と比べてはるかに女性が重要な役割を果たす政党であってほしい。その究極の姿はトップが女性になることだ」とも語った。
　蓮舫氏をめぐっては日本と台湾の「二重国籍」の可能性が指摘されている。岡田氏は「お父さんが台湾の人だからおかしいという発想があるとしたら極めて不健全だ。日本国籍を取得すれば日本人だし、リーダーになっていけないことは全くあり得ない」と蓮舫氏を擁護した。　（時事通信2016/09/08-18:57）
民進・岡田代表、蓮舫氏を擁護　「二重国籍」問題で 
日経新聞2016/9/9 0:51
　民進党の岡田克也代表は８日の記者会見で、蓮舫代表代行が台湾との「二重国籍」の可能性を指摘されていることに関し「日本国籍を得ているのは間違いない事実だ」との認識を示した。その上で「父親が台湾の人だから何かおかしいかのような発想が一連の騒ぎの中にあるとすると、極めて不健全だと思う。民進党はそういった考え方とは対極にある」と強調した。
　一方、日本維新の会の馬場伸幸幹事長は８日、都内で記者団に「国政に携わる者が二重に国籍を持つことはあってはならない」と述べた。維新は、日本国籍とともに他の国籍を持つ人が国会議員や国家公務員になることを禁止する法案の提出を検討している。
民進 岡田代表 後任の代表も野党連携維持すべき
ＮＨＫ9月8日 20時04分
民進党の岡田代表は、代表として最後の定例記者会見に臨み、党の立て直しに一定の結果を出したと振り返るとともに、後任の代表は野党４党の連携の枠組みを維持すべきだという考えを示しました。
続きを読む
この中で、岡田代表は「１年９か月、全力投球で党の立て直しに取り組み、１２０％の力を尽くし、一定の結果は出したので思い残すことはない。いちばんの思い出は、先の参議院選挙で党の再生に向けて一歩踏み出したことだ」と振り返りました。そして、岡田氏は「この間を漢字一字で表すなら『進』（すすむ）だ。党を前に進めたことと、民進党の『進』という意味だ」と述べました。
そのうえで、岡田氏は「与党の暴走を止め、民進党を二大政党の一翼を担う勢力にしていくためには、一定の野党間の連携は誰がリーダーになっても避けられない」と指摘し、後任の代表は野党４党の連携の枠組みを維持すべきだという考えを示しました。
カメラ捜査どうあるべき？　別府署の隠しカメラ事件 [大分県]
西日本新聞2016年09月08日 00時10分 
　別府署の隠しカメラ事件は、県警の松坂規生（のりお）本部長が事件発覚から１カ月を過ぎてようやくテレビカメラの前で陳謝。設置型のカメラを署が使用する際は県警本部と事前協議することを義務付けるなど再発防止策も決めた。今後は隠しカメラ設置にかかわり、建造物侵入容疑で書類送検された署員４人の刑事処分が焦点となる。そもそも、カメラを使った捜査はどうあるべきなのか、改めて考えた。
　「選挙の自由を妨害しかねないデリケートな選挙違反の捜査で、隠しカメラを使うなんてあり得ない。選対事務所を監視していたと思われても仕方ない。普通はやってないのにもう信じてもらえないだろう。なんてばかなことをしてくれたんだ」
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６日の定例会見では、松坂本部長が「所感」を述べ陳謝し、再発防止策を発表した
　参院選公示前後に野党候補を支援する団体の選対事務所が入る建物敷地内に隠しカメラを取り付けていた－。８月３日の事件発覚以降、その捜査手法について県警内部からも批判の声が上がっている。捜査関係者によると、今回の事件で隠しカメラ設置を指示したとされる別府署の前刑事官は窃盗などの捜査経験が長かったという。
　近年、街角や店舗の防犯カメラ映像は警察の捜査に幅広く活用され、特定の容疑者の行動確認などにも有効とされる。桐蔭横浜大の河合幹雄教授（警察学）は「かつての聞き込みや尾行に代わって、カメラによる捜査が主流になっている」と指摘。背景として地域住民のつながりが弱まり、聞き込みなど昔ながらの捜査の有効性が薄れていることを挙げる。
　　　　◇　　　　　　◇
　警察のカメラ使用に関して最高裁判決（１９６９年、京都府学連事件）は警察が捜査上、令状なしに撮影が許容される条件を「証拠保全の必要性および緊急性があり、撮影が一般的に許容される限度を超えない方法で行われるとき」などと厳格に示している。
　県警本部は今回の事件について「別府署独自の判断で本部は関知していない」という立場を貫いているが、カメラを使った捜査に詳しい京都産業大の成田秀樹教授（刑事訴訟法）は「今回、必要性などを判例に照らして検討せずに署が独断でカメラ設置を行ったのならば、管理できていない県警の組織としての責任は重い」と指摘する。
　今回の事件を受けて警察庁は捜査でのカメラ使用は事件の重大性などを検討するよう通達を出した。県警も（１）署がカメラを設置する際は県警本部と事前協議して許可を得る（２）必ず設置場所の管理者を確認して承諾を得る－という再発防止策を打ち出した。
　それでも、龍谷大の斎藤司教授（刑事法）は「他にも同じような捜査が行われているかもしれない。カメラでの捜査は内容を事後公開し検証する法的仕組みを作るべき」と指摘。県警も捜査でカメラを使用するガイドラインの必要性を検討している。
米高官、「核の先制不使用」に否定的発言　日韓に配慮か
朝日新聞デジタルビエンチャン＝峯村健司2016年9月8日19時04分
　オバマ米大統領が検討していた核兵器の先制不使用政策について、ローズ大統領副補佐官は６日、「我が国の（同盟国に対する）安全保障は岩のように堅固で、今後もその方針をとり続ける」と述べ、同盟国の日本や韓国が懸念している先制不使用を宣言することに否定的な考えを示した。
　ローズ氏は、米国は自らの「核の傘」のもとで日韓を守る決意は揺るがないことを強調。先制不使用について大統領はまだ決断していないとしつつ、宣言する場合は「確実に事前に日本や韓国などと相談する」ことを明らかにした。日韓両政府は、核の先制不使用による抑止力の低下について懸念を伝えており、こうした事情を考慮したようだ。
　６日付の米紙ニューヨーク・タイムズによると、オバマ政権は、先制不使用政策について、同盟国に米国の核抑止力への不信感を与え、ロシアや中国を勢いづかせるとの懸念が政権内で相次いだため、取りやめる模様だと伝えていた。（ビエンチャン＝峯村健司）
ヘリパッド移設抗議行動に元米兵も　「狂気」と計画批判
朝日新聞デジタル編集委員・野上隆生2016年9月8日22時40分

砂利を運び込んだダンプカーの通過に、住民らと抗議の声を上げるＶＦＰのメンバーら＝５日午前１１時３８分、沖縄県東村高江、野上隆生撮影
　米軍北部訓練場（沖縄県東、国頭村）のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）移設工事に対する抗議行動に、８月末から米国在住の６人の元米兵が参加している。イラク戦争などにも行った彼らは「戦争の訓練のために、この美しい自然を破壊することは狂気だ」と計画を批判。工事の警備に全国から集められた機動隊に強制排除されながらも、建設反対を訴えた。
　６人は、映画監督のオリバー・ストーン氏も会員の米国の平和団体「平和を求める退役軍人の会」（ＶＦＰ）のメンバーたち。
　准会員で元兵士らをヘリパッドの建設地、東村高江へ案内した那覇市の建築家、真喜志好一さん（７２）によると、ＶＦＰは１９８５年に結成され、現在の会員は約３５００人。ベトナム戦争の経験から、「戦争や武器は平和をもたらさない」という理念を掲げ、各国の米軍基地反対運動の支援などを続けている。【続きあり】
2016年9月9日(金)

辺野古新基地裁判勝利へ１０００人集う　公正な判決を　民意尊重求め県民ら　那覇

　沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設をめぐり、国が起こした裁判の判決(１６日)を前に､｢辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議｣は8日､｢県民の民意を尊重せよ！公正な判決を求める県民集会」を那覇市の県民広場で開きました。１０００人が参加しました。
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（写真）裁判の勝利を目指し、がんばろう三唱をする「公正な判決を求める県民集会」参加者＝８日、那覇市


稲嶺名護市長　赤嶺衆院議員ら訴え

　裁判は新基地建設に伴う埋め立て承認取り消しの撤回に翁長雄志知事が従わないのは違法だとして国が県を訴えたもの（違法確認訴訟）。

　あいさつに立った稲嶺進名護市長は「うちなーんちゅ（沖縄県民）は民主主義、人権を常に訴え、求めてきました。決して負けてはいけません。公正な判決を求めることを裁判長に聞こえるように、心に届くように、みんなで確認しましょう」と訴えました。

　日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は、「憲法よりも安保条約を優先することが間違っている。安保条約に照らして翁長知事の承認取り消しが違法であるというなら、安保条約は憲法と地方自治と絶対に両立できない日本国民の権利を侵すもの。今度の裁判、必ず翁長知事の勝利を勝ち取ろう」と呼びかけました。

　県弁護団の加藤裕弁護士は、基地負担の被害者である県民の声に応える気持ちが裁判官に問われていると指摘し、「地方自治、民主主義の価値を踏まえれば、知事の判断を尊重する判決を出さないといけない」と述べました。

　東村高江のヘリパッド（着陸帯）建設反対運動に加わった「退役軍人平和会」（ベテランズ・フォー・ピース）のメンバー６人も紹介されました。

しんぶん赤旗2016年9月9日(金)

抗議の中　重機３台搬入　沖縄・高江　「森と生活壊すな」
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（写真）重機の搬入に抗議する人々＝８日、沖縄県東村高江


　米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）の建設資材が搬入されている沖縄県東村高江の米軍北部訓練場「Ｎ１地区」ゲートに８日、市民が抗議する中、重機３台が入りました。

　重機は３台のトレーラーに乗せ、砂利を積んだダンプカー９台に続いて午前１０時に搬入されました。小型のパワーショベル（２台）とロードローラー（１台）で、つり上げができるようにロープが取り付けられていました。

　陸上自衛隊が木更津駐屯地（千葉県木更津市）でＣＨ４７輸送ヘリを使って重機を空輸する訓練をしていたことが確認されており、Ｎ１地区からＨ地区とＧ地区への機材搬入にヘリを使用する可能性が高まっています。

　ロープ付きの重機の搬入は、７日の２台に続いて２日連続です。

　北部訓練場のメインゲート前に集まっていた市民は、重機を乗せたトレーラーが姿を現すと「森を壊すな」と怒りの声を上げました。

　うるま市から「島ぐるみ会議」の５０人で抗議行動に参加した女性（７４）は「やんばるの森と住民の生活を守るため、ヘリパッド建設を許してはならない」と語りました。

　「Ｎ１裏」のテントでは、東京都の学生１５人が座り込みました。

川内原発の停止拒否、鹿児島知事に９日再回答　九電 
日経新聞2016/9/8 23:26
　九州電力は９日、鹿児島県の三反園訓知事による川内原子力発電所（鹿児島県）の即時停止の再要請に改めて応じないと回答する。避難計画支援の拡充には対応する。九電はこれからも即時停止には応じない方針。今後は三反園知事が九電の追加支援策で住民の安全が確保されると判断し、即時停止要請を取り下げるかが焦点となる。
　九電は９日、幹部が鹿児島県庁を訪れ、再回答書を手渡す。他の電力会社への影響が大きく、即時停止要請には応じられないと判断した。一方、住民の避難計画への協力拡充については、避難用車両の提供を拡大するなど要請に最大限応える。
社説　北ミサイル脅威　発射技術の向上に備え怠るな

読売新聞2016年09月08日 06時12分

　北朝鮮の弾道ミサイルが日本に及ぼす脅威が深刻化する一方だ。政府は国民の安全確保に万全を期さねばならない。

　北朝鮮が弾道ミサイル３発をほぼ同時に発射したことについて、国連安全保障理事会は、「深刻な懸念」を表明する非難声明を出した。

　３月の制裁決議採択以降も、北朝鮮は弾道ミサイル発射を繰り返している。安保理は、決議違反を批判する拘束力のない声明を７回発表したが、成果には結びついていない。このままでは安保理の権威が失墜しかねない。

　非常任理事国の日本は、米国と緊密に協調して制裁決議を最大限活用し、北朝鮮への圧力を強める方策を探ることが肝要である。

　北朝鮮国営メディアは、今回の「訓練」で「ミサイルの誘導命中率」を確認したと伝えた。発射映像も報じ、成功を吹聴した。今月９日の建国記念日に向けて、朝鮮労働党の金正恩委員長の求心力を高める狙いもあったのだろう。

　ミサイル３発は「ノドン」か「スカッド」とみられる。稲田防衛相は「同時に発射し、ほぼ同地点に落下した。確実に能力が向上している」との認識を示した。

　日米のミサイル防衛システムはイージス艦搭載の迎撃ミサイルと地対空誘導弾で構成される。

　現在のイージス艦６隻の態勢では、複数のミサイルが同時に発射された場合の対処は困難だと指摘されている。迎撃態勢を点検し、強化することが喫緊の課題だ。

　看過できないのは、北朝鮮が先月初めのノドンに続き、事前通報なしに日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）に落下させたことである。漁船などに被害が出かねず、危険極まりない。

　政府は、さらなる発射への警戒を強める必要がある。発射情報を航空機や船舶などに迅速に伝えるシステムの整備が急務だ。

　北朝鮮が核弾頭を小型化し、精度が向上したミサイルに搭載すれば、アジアの安全保障にとって一層憂慮すべき事態となる。

　オバマ米大統領と韓国の朴槿恵大統領は、ラオスで会談し、米最新鋭ミサイル防衛システム「最終段階高高度地域防衛（ＴＨＡＡＤ）」を在韓米軍に配備する必要性を確認した。

　中国は配備に反対している。習近平国家主席が朴氏との会談で、「地域の戦略的安定のためにならない」と圧力をかけたことは、筋違いである。北朝鮮の暴走を阻止するためにこそ、自らの影響力を行使することが求められよう。

社説　[川内停止再要請] 定検前倒しは不可能か
南日本新聞9/8 付 
　鹿児島県の三反園訓知事はきのう福岡市の九州電力本店を訪ね、瓜生道明社長に稼働中の川内原発１、２号機（薩摩川内市）の即時一時停止を再要請した。
　九電は安全性が確認されているとして、引き続き即時停止には応じない方針だ。
　九電が知事の２度の申し入れを拒めば、両者の攻防が長期化することは避けられまい。
　定期検査の前倒しはできないのか。知事の停止要請は、熊本地震後に高まった原発に対する住民の不安を代弁するものだ。県民を守る責任者として理解できる。
　知事は８月２６日、原発を直ちに停止し、安全性を点検・検証するよう求めた。
　これに対し、九電は今月５日、１０月からの１号機の定期検査の際に水中カメラで原子炉に異常がないかなど調べる「特別点検」を実施する対策を示したが、即時停止は拒否した。
　その際、知事は「極めて遺憾」と反発し、再要請する考えを示していた。
　知事が九電の回答から２日後の早い時期に再要請に動いたのは、そのまますんなり認めれば、「出来レース」と受け取られかねないという思いもあったろう。
　一方、知事は「要請で安全対策が強化されたという認識は持っている」とも述べている。特別点検などを九電から引き出したことに手応えを感じているようだ。
　再要請では、中山間地の住民の避難道路の整備支援など安全対策の強化も求めた。
　１４日には県議会の９月定例会が始まる。再稼働に同意した県議会から原発に対する姿勢を問われることは必至である。
　「脱原発」へ向けた今後の政策を進めるうえでも、「実行力のある強い知事」として臨みたいという思いもあるはずだ。
　今後は、定期検査で止まる１号機の再稼働に対する県の姿勢が注目される。
　法的には運転再開に知事の同意は必要なくても、知事が反対している中で再稼働に踏み切ることは現実的に厳しい。
　というのも、安全協定を結んでいる県と九電の関係が崩れてしまい、今後の協議がままならない事態に陥るからだ。
　九電としては、そうした事態は避けたいところだろう。
　原発でいったん過酷事故が起きれば、広範囲の住民が中長期的に大きな影響を受ける。それは東京電力福島第１原発事故から明らかである。
　県と九電は、住民の安全を最優先に対策を強化するべきだ。
社説　今、憲法を考える（１０）　戦後の「公共」守らねば

東京新聞2016年9月9日

 　歴史の読み方として、一九三五年を分岐点と考えてみる。天皇機関説事件があった年である。天皇を統治機関の一つで、最高機関とする憲法学者美濃部達吉の学説が突如として猛攻撃された。

　なぜか。合理的すぎる、無機質すぎる－。現人神である天皇こそが統治の主としないと、お国のために命を捧（ささ）げられない。「天皇陛下万歳」と死んでいけない。機関説の排除とは、戦争を乗り切るためだったのだろう。

　それまで「公」の場では神道と天皇の崇拝を求められたものの、「私」の世界では何を考えても自由なはずだった。だが、事件を契機に「公」が「私」の領域にまでなだれ込んでいった。それから終戦までわずか十年である。

　だから、戦後のスタートは天皇が人間宣言で神格化を捨てた。政教分離で国家神道を切り捨てた。そして、軍事価値を最高位に置く社会を変えた。憲法学者の樋口陽一東大名誉教授は「第九条の存在は、そういう社会の価値体系を逆転させたということに、大きな意味があった」と書いている。

　軍国主義につながる要素を徹底的に排除した。そうして平和な社会の実現に向かったのは必然である。自由な「公共」をつくった。とりわけ「表現の自由」の力で多彩な文化や芸術、言論などを牽引（けんいん）し、豊かで生き生きとした社会を築いた。平和主義が自由を下支えしたのだ。九条の存在が軍拡路線を阻んだのも事実である。

　ところが、戦後の「公共」を否定する動きが出てきた。戦後体制に心情的反発を持ち、昔の日本に戻りたいと考える勢力である。強い国にするには、「公」のために「私」が尽くさねばならない。だから愛国心を絶対的なものとして注入しようとする。国旗や国歌で演出する－。そんな「公共」の再改造が進んでいまいか。

　憲法改正の真の目的も、そこに潜んでいないか。憲法は国の背骨だから、よほどの動機がない限り改変したりはしないものだ。動機もはっきりしないまま論議を進めるのはおかしい。戦後の自由社会を暗転させる危険はないか、改憲論の行方には皆で注意を払わねばならない。　＝おわり

（この企画は桐山桂一、豊田洋一、熊倉逸男が担当しました）

　　　　◇
　ご意見、ご感想をお寄せください。〒１００　８５０５（住所不要）東京新聞・中日新聞論説室　ファクス０３（３５９５）６９０５へ
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